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はじめに

大学・短期大学においては、社会的・職業的自立に

関する指導について教育課程を通じて、それぞれの個

性・特色や学問分野に応じた取り組みを行うほか、厚

生補導通じて、学生に対する各種の職業意識の形成や

就職支援を行っている。これは単に卒業時点の就職を

目指すものではなく、生涯を通じた持続的な就業力の

育成を目指し、豊かな人間形成と人生設計に資するこ

とを目的として行われるものである。そうした中で、

職業の種類や企業等の業種・規模・業務内容等の多様

化を踏まえ、社会人・職業人としての基礎能力を持ち、

産業構造等の変化に対応できる柔軟な専門性と創造性

の高い人材を育成することが強く要請されている。ま

た、現在の厳しい雇用情勢や、学生の多様化に伴う卒

業後の移行支援の必要性等を踏まえ、学生等が、それ

ぞれの専門分野の知識・技能とともに、職業を通じて

社会とどのようにかかわっていくのか、明確な課題意

識と具体的な目標を持ち、それを実現するための能力

を身に付けられるようにすることが課題となっている 1。

これらを受けて、筆者が勤務する大阪樟蔭女子大学

（以下、本学とする）でも、キャリアに関する様々な

科目を展開し、キャリア教育を実施している。本稿で

は、本学のキャリア科目の一つであるキャリア研究の

授業の一環として今年度から新たに実施した PBLの

取り組みと、その取り組みから得られた学生の学びを

まとめたので、それを報告する。本稿の構成について

は次のとおりである。第 1節では、本学で行われてい

るキャリア教育について、第 2節では、キャリア教育

に PBLを取り入れた背景について述べ、第 3節では、

筆者が本学のキャリア科目の一つであるキャリア研究

において取り入れた PBL の授業概要について、第 4

節では、キャリア研究における PBLを通した学生の

自己評価について報告する。また、第 5節では、学生

の自己評価から今後の課題について述べる。

1. 本学でのキャリア教育について

本学でのキャリア教育は「自らのキャリア選択に能

動的・自主的・肯定的に取組み、キャリアを選択・決

定できる」ことを目標とし、キャリア設計・キャリア

開発・キャリア研究の 3つの科目と、就業体験型イン

ターンシップ・学生提案型インターンシップという

2つのインターンシップで構成されている。それぞれ

の主な内容については表 1に示す。

また、本学のキャリア教育では「社会人基礎力」を

養うことを目的の一つとしている。「社会人基礎力」

とは、「前に踏み出す力」、「考え抜く力」、「チームで

働く力」の 3つの能力（12 の能力要素）から構成さ

れており、「職場や地域社会で多様な人々と仕事をし

ていくために必要な基礎的な力」として、経済産業省

が 2006年から提唱しているものである。本学では学

生が自己の「社会人基礎力」を評価しやすいように、

社会人基礎力の全 12要素を学生の行動レベルに置き

換え、それぞれの要素に対して 10段階で評価できる

「社会で働くために必要な基礎力」という評価ツール
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表 1 本学キャリア科目の概要

（出所）筆者作成

表 2 社会で働くために必要な基礎力



（表 2）を新たに作成し、学生はそれを用いて自己評

価を行っている。学生は自己評価を通して、自己の強

みを知り、伸ばしていくことができたり、自己の課題

を知り、課題達成に向けての具体的な対策を考えるこ

とができたりと、自己の社会人基礎力を養うことに結

びついている。

2. キャリア教育に PBLを取り入れた背景

我が国においては、急速に展開するグローバル化、

少子高齢化による人口構造の変化、エネルギーや資源・

食料等の供給問題、地域間の格差の広がりなどの問題

が急速に浮上している中で、社会の仕組みが大きく変

容し、これまでの価値観が根本的に見直されつつある。

このような状況は、今後長期にわたり持続するものと

考えられる。このような時代に生き、社会に貢献して

いくには、想定外の事態に遭遇したときに、そこに存

在する問題を発見し、それを解決するための道筋を見

定める能力が求められる。生涯にわたって学び続ける

力・主体的に考える力を持った人材は、学生から見て

受動的な教育の場では育成することができない。従来

のような知識の伝達・注入を中心とした授業から、教

員と学生が意思疎通を図りつつ、一緒になって切磋琢

磨し、相互に刺激を与えながら知的に成長する場を創

り、学生が主体的に問題を発見し解を見いだしていく

能動的学修（アクティブ・ラーニング）への転換が必

要である。すなわち個々の学生の認知的・倫理的、社

会的能力を引き出し、それを鍛えるディスカッション

やディベートといった双方向の講義・演習・実験・実

習や実技等を中心とした授業への転換によって、学生

の主体的な学修を促す質の高い学士課程教育を進める

ことが求められる 2。と言われている。

能動的学修の中に、PBL といった学修法がある。

PBLは Project Based Learningの略で、プロジェク

ト型学習・課題解決型学習と直訳され、学修者が主体

となり、課題を解決しながら自己の学びを深めていく

学修方法のことである。

本学のキャリア教育では、平成 22年度より「学生

提案型インターンシップ」という形で PBL を行って

おり、学生は企業からの課題を達成しながら、自己の

社会人基礎力の向上を図っている。今年度はキャリア

教育における能動的学修の機会を増やすために、キャ

リア科目の一つであるキャリア研究の授業の一環とし

て新たに PBLを導入した。

3. PBLの授業概要

本稿で取り挙げる PBLは本学の 3年生春期配当科

目であるキャリア研究の授業の一環として実施したも

のである。全 15回の授業のうち、第 9回から第 14回

の 6コマで実施し、100円均一商品を中心とした企画・

製造・販売を行う企業に協力を得て、発売前の 100円
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（出所）経済産業省「社会人基礎力」をもとに筆者作成



均一商品の新たな使用用途やパッケージデザインを考

案するプロセスを通して社会人基礎力の向上を図るこ

とを目的としていた。さらに、キャリア研究の授業で

は第 8回までに、企業研究や業界研究の方法、応募書

類の書き方といった就職活動に必要なスキルを身につ

ける授業を企画しており、PBL から就職活動の応募

書類作成時に用いる自己 PRのエピソードを充実させ

ることも目的としていた。PBL の授業概要について

以下の表 3に示す。

なお、企業の授業への参加は第 9回と第 14回のみ

であり、その他の授業については学生同士でグループ

ワークを行った。

4. PBLを通した学生の自己評価

今回の PBL では、グループ毎に企業に向けてプレ

ゼンテーションを行うため、「発信力」が身につくと

考えた。また、商品の新たな使用用途の検討やパッケー

ジデザインの考案など、学生がアイデアを出し合う場

面が多くあるため、「創造力」が身につくと考えた。

さらに、PBL を通して、グループで一つのことを最

後までやり遂げることから、「実行力」が身につくと

考えた。

これらの仮説を実証するために、キャリア研究を履

修している学生 40 名に PBL の前後で「社会で働く

ために必要な基礎力」について自己評価をさせた。有

効回答数は 34であり、PBL前後の「社会で働くため

に必要な基礎力」の各項目の平均値と、数値の上昇の

程度を表 4に示す。

自己評価の結果より、「社会で働くために必要な基

礎力」の全項目において、PBL 前後で平均値が上昇

した。平均値の上昇が高い順に「情況把握力」「実行

力」「創造力」「課題発見力」「柔軟性」「発信力」「計

画力」「働きかけ力」「主体性」「傾聴力」「規律性」

「ストレスコントロール力」という結果となった。

「実行力」「創造力」が高まったことは仮説と一致

した結果となった。「情況把握力」が高まった理由と

しては、今回の PBL におけるグループ編成は 3～4
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表 3 キャリア研究における PBLの授業概要

（出所）筆者作成

表 4 PBL前後の自己評価の結果



人を 1組とした比較的少人数のグループであり、その

メンバーは普段から馴染みの深い同学科の学生同士で

あったため、メンバー間で課題の進捗状況を把握しや

すく、協力しながら PBLを進めることができたのが

影響していると考える。「発信力」の上昇が 6番目と

なった理由としては、企業へのプレゼンテーション前

に授業でリハーサルを実施し、教員と学生によるフィー

ドバックから、資料や発表方法の修正をこと細かく行っ

たことが影響したのではないかと考える。また、企業

には優秀グループを 2組だけ選出するように依頼して

いたため、優秀グループに選出されなかったことを理

由に、自己の発信力が不足していたからと判断したこ

とが影響したのではないかと考える。

次に、PBL 実施後、学生に自身の就職活動に PBL

での取り組みが役立つかどうかをアンケート調査した。

PBL での取り組みが就職活動に役立つと感じた学生

は 34名中 31名で、全体の 91.17％であった。主な理

由としては、「社会で働くために必要な基礎力が高まっ

たから」「自己 PR 作成時に具体的な活動内容が記載

できるから」と、本来の目的に則したものであったが、

その他には、「商品開発の流れを知ることができたか

ら」「他のグループの発表を見て、自分に足りないも

のは何かを考えることができた」「インターンシップ

には参加できなかったが、それに近い経験ができたの

で、社会人基礎力を高めることができたから」などの

理由も挙げられた。

5. 自己評価の結果を受けた今後の課題

平均値の上昇が上位に位置すると仮説を立てていた

「発信力」に関して、企業へのプレゼンテーション前

のリハーサルで教員・学生から指摘された内容の多く

についてはプレゼンテーション本番では改善が認めら

れていた。しかし、「発信力」の平均値の上昇が 6番

目にとどまった結果を受けて、プレゼンテーション本

番で改善された内容についてフィードバックを実施し

ていないことが原因と考える。従って、改善できてい

た内容についてフィードバックを行えば、学生は「発

信力」について自信をもつことができたのではないか

と考える。

また、今回の PBLでは協力企業にプレゼンテーショ

ンの評価を依頼したことで、評価基準が評価者の主観

に委ねられ、曖昧となったため、優秀グループに選ば

れなかった理由を学生自身が正確に受け止めることが

できなかったことも「発信力」の平均値の上昇が伸び

悩んだ原因と考える。プレゼンテーションの評価基準

を整備し、具体的なフィードバックを行うことで、学

生の自己評価の質を高めることができるのではないか

と考える。

「社会で働くために必要な基礎力」の自己評価を通

して、PBL の取り組みから、学生自身がどのような

学びを得たのかを内省する仕組みは構築していたが、

その評価内容が妥当であるかどうかの介入は行えてい

なかった。自己評価に他者評価が加わると、評価内容

の妥当性が高まるため、PBL 後に、自己評価を持ち

寄り、学生たちが学びと能力向上の関連性を共有する

ような時間を設けることも改善点として考えたい。

おわりに

本稿では、PBL 前後で「社会で働くために必要な

基礎力」における各項目の平均値の上昇についてのみ

着目し、データを分析したため、「社会で働くために

必要な基礎力」の全体のバランスからわかる傾向につ

いては考慮できていない。本学におけるキャリア教育

の目的の一つとして、「社会人基礎力」を養うことを

挙げているため、今後は、学生の「社会で働くために

必要な基礎力」の傾向を把握し、数値の低い項目を明

らかにし、その項目の平均値が高められるような介入

をキャリア教育として実施することが、学生の社会人

基礎力の底上げに繋がると考えるため、今後の課題と

したい。
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